
                                    

 

 

 

 

 

 

 
 

豊田市児ノ口公園管理事務所取得事業 
 

売買契約書（案） 
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売 買 契 約 書 （案） 

 

１ 件   名 豊田市児ノ口公園管理事務所取得事業 

 

２ 所 在 地 豊田市久保町地内 

 

３ 内   容 設計図書のとおり 

 

４ 契 約 金 額                金          円 

 （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 金          円 

 

５ 契約保証金  免 除 （豊田市契約規則第３７条第１項第３号による） 

 

６ 引 渡 期 限 令和○年○月○○日 

 

７ 支 払 特 記 特記事項あり 

 

８ そ の 他 部分払の回数      回以内 

 

 

上記の売買について、発注者を 甲 とし、契約者を 乙 として、次の約款により契約

を締結する。 

 

この契約を証するため、本契約書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、甲及び乙が原本

各１通を保有する。ただし、本契約を契約の内容を記録した電磁的記録により締結する場合

は、当事者が地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１２条の４の２に規定

する電子署名を行い、各自その電磁的記録を保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

令和○年○○月○○日 

 

（甲）愛知県豊田市西町３丁目６０番地 

    豊田市 

     代表者 豊田市長  太 田 稔 彦  印 

 

 

（乙）○○県○○市○○町○丁目○番地 

    ○○○○○○○○○○○  

     代表者 ○○○○ ○○ ○○     印 

     ※グループの場合は代表事業者を記載 

 

 

      宅地建物取引業者 

       免許証番号（愛知県知事）  （   ）      号 

       事務所所在地 

       代表者 ○○○○ ○○ ○○   印 

 

       宅地建物取引士   登録番号     知事第        号 

       氏名  ○○ ○○        印 

 

 

  



 

 

 

 

 

支払請求に関する特記事項 

 

「豊田市児ノ口公園管理事務所取得事業」における年度毎の支払限度額の範囲を、下記

のとおり定めるものとする。 

 

記 

 

支払限度額 

 

令和７年度      金        0 円 

令和８年度      金         円 

 

 

  



 

 

 

 

 

契 約 約 款 

（総則） 

第１条 乙は、基本協定に基づき、別表「物件目録」及び設計図書に表示する豊田市児ノ口

公園管理事務所（以下「工事目的物」という。）を完成させ、引渡期限までに甲に引き渡

すものとする。 

２ 甲は、乙が完成させた工事目的物の買取検査を行い、売買契約額を支払うものとする。 

３ 本契約は、令和○年○月○日に乙（グループの場合は「乙を含む事業者」）との間で締

結された豊田市児ノ口公園管理事務所取得事業基本協定書（以下「基本協定」という。）

に基づくものとする。 

（契約の保証） 

第２条 乙は、この契約書により契約保証金が免除されている場合を除き、この契約の締結

と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、第４号の

場合にあっては、履行保証保険契約の締結後直ちにその保険証券を甲に寄託しなければな

らない。 

（１）契約保証金の納付 

（２）この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、甲が確実と

認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７

年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証 

（３）この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

（４）この契約による債務の不履行により生ずる損害を塡補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の額」

という。）は、契約金額（単価契約の場合にあっては、契約金額に予定数量を乗じた金額

（以下「予定契約総額」という。）とする。）の１０分の１以上としなければならない。 

３ 乙が第１項第２号から第４号までのいずれかに掲げる保証を付す場合にあっては、当該

保証は、次に掲げる者が契約を解除する場合も保証するものでなければならない。 

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７

５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 乙が第１項の規定により同項第２号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証

金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第３号又は第４号に掲げる保証を付

したときは、契約保証金の納付を免除する。 

５ 契約金額の変更があった場合は、保証の額が変更後の契約金額（単価契約の場合にあっ

ては、予定契約総額）の１０分の１に達するまで、甲は、保証の額の増額を請求すること

ができ、乙は保証の額の減額を請求することができる。 



 

 

 

 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 乙は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）を第三者

に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじ

め甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

３ 乙が部分払等によっても、なおこの契約の履行に必要な資金が不足することを疎明した

ときは、甲は、特段の理由がある場合を除き、乙の契約金債権の譲渡について、第１項た

だし書の承諾をしなければならない。 

４ 乙は、前項の規定により、第１項ただし書の承諾を受けた場合は、契約金債権の譲渡に

より得た金銭をこの契約の履行以外に使用してはならず、またその使途を疎明する書類を

甲に提出しなければならない。 

（引渡期限の変更） 

第４条 乙は、不可抗力又は法令変更等により引渡期限までの引渡しが困難な場合、甲に対

して引渡期限の変更を請求することができる。 

２ 甲は、前項による変更請求があった場合に、引渡しができないやむを得ない理由がある

と認められるときは引渡期限の変更を行うものとする。 

３ 前項による引渡期限の変更を事由とする売買契約額の変更は行わない。 

（売買契約額の変更） 

第５条 甲は、設計図書の変更が必要と認めたときは、乙に対しその変更内容を通知し、設

計図書の変更を求めることができる。 

２ 甲又は乙は、本契約の締結の日から買取検査の日までの間に、法令変更による費用の増

減が生じた場合又は生じることが確実である場合、若しくは日本国内における賃金水準又

は物価水準の変動により売買契約額の変更を請求することができる。 

３ 前各項の事由により、売買契約額の変更が必要となった場合には、甲及び乙が協議して、

その変更契約額を定めるものとする。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わ

ない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

（売買契約額の変更期限） 

第６条 前条による売買契約額の変更の請求は、買取検査の前までに行うものとする。 

（買取検査の実施） 

第７条 乙は、工事目的物が完成したときは、甲に買取検査の実施を請求しなければならな

い。 

２ 乙は、次の各号に定める書類を添えて前項の請求を行うものとする。 

 （１）設計図書（変更があった場合は、変更後の設計図書とする。） 

 （２）維持管理、機器使用のための必要書類 

 （３）乙が実施した竣工検査及び機器等の試運転の結果 

 （４）建築基準法に基づく完了検査済証その他官公庁への届出及び許可書等の写し 

 （５）その他の検査結果に関する書面の写し 



 

 

 

 

 （６）建物本体及び附属機器に係る保証書 

３ 甲は、第１項の請求を受けたときは、請求を受けた日から起算して１０日以内に乙の立

会の上、別紙買取検査基準に基づき買取検査を実施し、別に定める買取検査基準に適合す

るときは、乙に対して買取検査合格通知書を交付しなければならない。 

４ 甲は、前項の買取検査合格通知書が交付できない場合は、乙にその理由を示して、工事

目的物の修補を求めることができる。 

５ 乙は、前項による甲の修補の求めに疑義等があるときは、甲に協議を申し入れることが

できる。この申し入れは甲の修補の求めがあった日から２日以内に行わなければならない。 

６ 甲は、前項による協議の結果、乙の申し入れが合理的であると認められる場合は、修補

の求めを修正又は撤回しなければならない。 

７ 乙は、前項により撤回された場合を除き、甲から第４項の修補の求めがあった場合は、

速やかに修補を行い、甲の買取検査を受けなければならない。この場合において、第２項

の設計図書については、修正等を行うものとする。 

（工事目的物の引渡し） 

第８条 乙は、前条による買取検査合格通知を受け取った後、７日以内に工事目的物を甲に

引き渡さなければならない。 

２ 乙は、前項による引渡しにあたって、甲に対し引渡書を提出し、甲はそれを受領した後、

乙に対し受領書を発行するものとする。 

（売買契約額の支払い） 

第９条 乙は、前条第２項の規定による甲の受領書の発行後、支払請求書を甲に提出するも

のとする。 

２ 甲は、当該支払請求書を受理した日から３０日以内に売買契約額を乙に支払わなければ

ならない。 

３ 乙は、本契約に基づき木工事の建方が完了したときは、甲は、甲及び乙の協議に基づき、

乙に対し代金の一部を支払うことができる。 

（部分払） 

第９条の２ 乙は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及

び製造工場等にある工場製品に相応する契約金額相当額の１０分の９以内の額について、

次項から第８項までに定めるところにより部分払を請求することができる。 

２ 乙は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又

は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を甲に請求

しなければならない。 

３ 甲は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１４日以内に、乙の立会いの

上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の

結果を乙に通知しなければならない。この場合において、甲は、必要があると認めると

きは、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、乙の負担とする。 

５ 乙は、第３項の規定による通知があったときは、部分払を請求することができる。こ



 

 

 

 

の場合において、甲は当該請求があったときは、適法な請求書を受理した日から４０日

以内に部分払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、第１項の契約金額相当

額は、協議して定める。ただし、甲が第３項前段の通知をした日から１０日以内に協議

が整わない場合は、甲が定め、乙に通知する。 

  部分払金の額≦第１項の契約金額相当額×（９／１０－前払金額／契約金額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合におい

ては、第１項及び前項中「契約金額相当額」とあるのは、「契約金額相当額から既に部分

払の対象となった契約金額相当額を控除した額」とする。 

８ 甲が部分払をした既済部分は、甲の所有に帰する。ただし、引渡しは甲が特に指示す

る場合のほか、全体工事が完成するまで行わないものとし、引渡し完了までの管理は乙

が善良な管理者の注意をもって行うものとする。 

 

 

（所有権の移転） 

第１０条 工事目的物の所有権は、甲が乙から第８条第２項の規定による引渡書を受領した

日に甲に移転するものとする。 

（売買契約額の遅延損害金） 

第１１条 売買契約額の支払いが、甲の責めに帰すべき事由により第９条第２項の規定によ

る契約金額の支払が遅れた場合においては、乙は、未受領金額につき、政府契約の支払遅

延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号。以下、「支払遅延防止法」という。）

第８条の規定に基づいて、遅延日数に応じ、同条第１項の規定に基づき財務大臣が決定す

る率で計算した額の遅延利息の支払を甲に請求することができる。 

（引渡しの遅延損害金） 

第１２条 乙は、乙の責めに帰すべき事由により引渡期限までに工事目的物を引渡すことが

できないときは、遅滞なく理由を甲に申し出なければならない。 

２ 甲は、工事目的物の引渡しが、乙の責めに帰すべき事由により、引渡期限の日より遅れ

た場合、工期経過後相当の期間内に完成する見込みがあると認めたときは、乙に損害金を

請求することができる。 

この場合において、損害金の額は、契約金額から出来形部分に相応する契約金額を控除

した額につき、遅延日数に応じ、支払遅延防止法第８条第１項の規定に基づき財務大臣が

決定する率で計算した額とする。 

（危険負担） 

第１３条 甲は、第７条の買取検査合格通知の日から、第１０条の規定により工事目的物の

所有権が甲に移転するまでの間に、天災等で甲と乙のいずれの責めにも帰すことができな

いものにより、工事目的物が滅失又は毀損した場合には、乙に対して売買契約額の減免を

請求することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議し、前項の売買契約額の減免に代えて、乙に対



 

 

 

 

して、工事目的物の補修を請求することができる。なお、この費用は、乙が負担するもの

とする。 

（甲による契約の解除） 

第１４条 乙が次の各号のいずれかに該当するときは、甲は乙に対して書面で通知すること

により、本契約を解除することができる。 

（１）乙による本事業の放棄と認められる状況が３０日以上継続したとき。 

（２）乙が、破産、会社更生、民事再生、特別清算その他これらに類する法的倒産手続（今 

後新たに創設されるこれらと同様の手続きを含む。）について、乙の取締役会等でその申 

立てを決議したとき、又は第三者（乙の取締役等も含む）によってその申立てがなされ 

たとき。 

（３）乙が本契約に違反し、甲が相当な期間を定めて催告しても、その違反の状態が解消さ 

れず、本契約の目的を達成することができないと認められるとき。 

（４）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては

非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役

員等と同様の責任を有する代表者及び理事等若しくは常時建設工事の請負契約を締結

する営業所の代表者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。

以下同じ。）に暴力団員又は暴力団関係者（暴力団員ではないが暴力団と関係を持ちなが

ら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。）（以下これらを「暴

力団員等」という。）がいると認められるとき。 

（５）暴力団員等がその法人等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。 

（６）法人等の役員等又は使用人が暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認められると

き。 

（７）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若し

くは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（８）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 

（９）この契約に係る下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他契約について、そ

の相手方が前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、当該者と契約

を締結したと認められるとき。 

（１０）第４号から第８号までのいずれかに該当する法人等を下請契約又は資材若しくは原

材料の購入契約その他契約（この契約に係るもの以外の契約を含む。）の相手方とし

ていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求

め、乙がこれに従わなかったとき。 

（１１）前二号に掲げる場合のほか、法人等の役員等又は使用人が、第４号から第８号まで 

のいずれかに該当する法人であることを知りながら、これを利用するなどしていると

認められるとき。 



 

 

 

 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、乙は、売買契約額の１０分の

１に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定により、この契約が解除された場合において、第２条の規定により契約保

証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は当該契約保証金又は

担保をもって前項の違約金に充当することができる。 

（談合その他不正行為に係る解除） 

第１５条 甲は、乙がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部

又は一部を解除することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲はその責め

を負わないものとする。 

（１）乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以

下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は乙が構成事業者である事業者

団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙に

対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含

む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付

命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定によ

り取り消された場合を含む。）。 

（２）納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が乙又は乙が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）に対し

て行われたときは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して行われてい

ないときは、各名宛人に対する命令全てが確定した場合における当該命令をいう。次号

において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁

止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があった

とされたとき。 

（３）納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分

野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件につい

て、公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令

における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見

積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであ

るとき。 

（４）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人。）の刑法（明治４０年法

律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第

１号に規定する刑が確定したとき。 

（５）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）の刑法第１９８条の規定

による刑が確定したとき。 

２ 前条第３項の規定は、前項による解除の場合に準用する。 

（賠償の予約） 

第１６条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか



 

 

 

 

否かを問わず、賠償金として、この契約による売買契約額の１０分の２に相当する額を甲

の指定する期間内に支払わなければならない。なお、工事目的物を引き渡した後も同様と

する。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

（１）前条第１項第一号又は第二号のうち、命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第 

９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６ 

項で規定する不当廉売にあたる場合 

（２）その他甲が特に認める場合 

２ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金を超える場合において、

甲がその超過分について賠償を請求することを妨げるものではない。 

３ 甲は、乙が連合体であり、既に解散しているときは、当該連合体の構成員であった全て

の者に対して賠償金の支払いを請求することができる。この場合において、当該共同企業

体の構成員であった者は、連帯して第１項の責任を負うものとする。 

（乙による契約解除） 

第１７条 乙が次の各号いずれかに該当するときは、乙は甲に対して書面で通知することに

より、本契約を解除することができる。 

（１）本事業の継続が困難となったとき。 

（２）破産、会社更生、民事再生、特別清算その他これらに類する法的倒産手続（今後新た 

に創設されるこれらと同様の手続きを含む。）を開始したとき。 

２ 前項により、本契約が解除となった場合、甲及び乙は、次の各号に掲げられた処理に従

う。 

（１）甲は、工事目的物の出来形部分について適正な価格で買い取るものとする。なお、 

当該契約額の支払い時期及び支払方法については、甲及び乙の協議により決定する。 

（２）乙は、前号で支払われた金額については、工事目的物に関わる負債等に優先し 

て充当するものとする。 

３ 第１項の規定により本契約が解除となった場合においては、乙は売買契約額の１０分の

１に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

４ 第１項の規定により、この契約が解除された場合において、第２条の規定により契約保

証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は当該契約保証金又は

担保をもって前項の違約金に充当することができる。 

 

（責任分担） 

第１８条 本事業の実施における市と事業者のリスク分担に関する考え方は、次に掲げると

ころを基本とする。 

（１）事業者が責任を持つ範囲は、次に掲げるとおりとする。 

  ア 調査・設計、工事施工及び工事監理 

  イ 引渡し前に生じた工事目的物の損害 

  ウ 引渡し後の工事目的物の品質保証 

（２）市が責任を持つ範囲は、次に掲げるとおりとする。 

  ア 市が実施仕様書で示した条件等 



 

 

 

 

  イ 敷地の状態 

  ウ 市の指示、要請等に起因するもの 

  エ 条例又は規則の制定、改正等による新たな負担 

 

（損害賠償） 

第１９条 甲又は乙が、本契約に定める義務を履行せず、又は信義に反する行為をしたため、

本契約の目的を達成できないとき又は不測の損害を受けたときは、甲又は乙は催告をした

後、この契約の全部又は一部を解除し、又はその損害の全部または一部を賠償させること

ができる。ただし、損害額等について別段の定めがある場合は、その規定に従うものとす

る。 

（契約不適合責任） 

第２０条 甲は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない

ものであるときは、乙に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求

することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、甲は、履行の

追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、乙は、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求し

た方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をしたにもかかわら

ず、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額

を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をするこ

となく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

（１）履行の追完が不能であるとき。 

（２）乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行の追完をし

ないでその時期を経過したとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか、甲がこの項の規定による催告をしても履行の追完がなさ

れる見込みがないことが明らかであるとき。 

４ 乙は、甲による買取検査のみをもって、本条に基づく責任を逃れることはできない。 

（契約不適合責任期間等） 

第２１条 甲は、乙が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない目的物を甲に

引き渡した場合において、甲がその不適合を知った時から１年以内にその旨を乙に通知

しないときは、契約不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠

償の請求又は契約の解除をすることができない。ただし、乙が引き渡しの時にその不適

合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

（費用及び公租公課の負担） 

第２２条 本契約手続きのうち契約締結の費用は、甲及び乙が各自負担する。 

２ 工事目的物に対する公租公課その他管理費用は、第１０条の所有権移転日を基準とし、

所有権移転の前日までは乙が、それ以降は甲が負担する。なお、公租公課納付分担の起算



 

 

 

 

日は１月１日とする。 

（収入印紙の負担） 

第２３条 本契約に必要な収入印紙は、乙が負担する。 

（著作権） 

第２４条 甲は、設計図書について、無償で利用する権利を有し、その利用の権利は、本契

約の終了後も存続する。 

２ 前項の設計及び工事目的物が著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号

に定める著作物に該当する場合には、著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利

の帰属は、著作権法に定めるところによる。 

３ 乙は、甲が設計図書及び工事目的物を次の各号に掲げるところにより利用することがで

きるようにしなければならず、本契約に別段の定めがある場合を除き、著作権法第１９条

第１項又第２０条第１項に定める権利を自ら行使し、又は著作者（甲を除く。以下本条に

おいて同じ。）をして行使させてはならない。 

（１）設計図書又は工事目的物の内容を公表すること。 

（２）工事目的物の完成及び増築、改築並びに修繕等のために必要な範囲で、甲及び甲 

の委託する管理者をして複製、頒布、展示、改変、翻案その他修正をすること。 

（３）工事目的物を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。 

（４）工事目的物を増築し、改築し、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊 

すこと。 

４ 乙は、本契約に別段の定めがある場合を除き、次の各号に掲げる行為を自らなし、又は

著作者をして行使させてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限

りでない。 

（１）第２項の著作物に係る著作権を第三者に譲渡し、又は承継させること。 

（２）設計図書及び工事目的物の内容を公表すること。 

（３）工事目的物に乙の実名又は変名を表示すること。 

（管轄裁判所） 

第２５条 本契約に関する一切の紛争に関しては、名古屋地方裁判所を第一審の専属管轄裁

判所とする。 

（本契約に定めのない事項） 

第２６条 本契約に定めのない事項については、基本協定の定めに従うものとし、本契約に

よっても明らかでない事項については、甲及び乙が協議して定めることとする。 

２ 本契約により難い事情が生じたとき、又はこの契約について疑義が生じたときは、甲及

び乙が協議して定めるものとする。 

 

  



 

 

 

 

（別 表） 

物 件 目 録 

 

豊田市児ノ口公園管理事務所 

（１）所 在 地 

   

 

（２）建物概要 

申

請

建

物 

階  数  

構  造  

建築面積      ㎡ 

延床面積      ㎡ 

 

（３）事業期間 

建築工事 契約締結日の翌日 ～ 令和  年  月  日 

買取検査 令和  年  月  日 

引渡し 令和８年１０月３０日 

 

 

  



 

 

 

 

（別 紙） 

豊田市児ノ口公園管理事務所における買取検査基準 

（目的） 

第１ この買取検査基準は、本契約書約款第７条第３項に基づく買取検査に必要な技術的事

項を定めることにより、検査の適正な実施を図ることを目的とする。 

（買取検査の内容） 

第２ 買取検査は、甲が本契約に付属する設計図書の内容等に基づき、適否の判定を行うも

のとする。 

（買取検査の事項） 

第３ 買取検査は、次の事項について、適否について判定を行うものとする。 

（１）共通事項 

  ① 工事記録報告書、各種試験成績書、記録写真、竣工製本図面（A3 サイズ二つ折り）、

竣工図面データ（CAD 及び PDF 形式） 

  ② 関係法令、条例、規則に基づく手続き 

③ 関係業者一覧（提案書に定める市内本支店事業者が担当する実施事業費の割合が 

確認できるもの） 

（２）建築に関する事項 

  ① 主要な部位の寸法及び数量 

  ② 主要構造部における施工状況及び品質 

  ③ 各部の施工方法、仕上材の納まり 

  ④ 使用材料等の品質 

  ⑤ 防水の保証書及び住宅型式認定書 

  ⑥ 地盤補強の施工状況、六価クロム溶出試験結果 

⑦ 地耐力調査結果、室内化学物質の濃度測定結果 

⑧ 建物の周囲及び内部の後片付け及び清掃  

（３）電気設備に関する事項 

  ① 各部の形状寸法及び数量 

  ② 配線、機器等の品質、性能 

  ③ 機器リスト及び保証書 

  ④ 機器全般の性能試験 

  ⑤ 地下埋設工事に関連する整地、残土処理、路面復旧状況 

（４）機械設備に関する事項 

  ① 各部の形状寸法及び数量 

  ② 配管、機器等の品質、性能 

③ 機器リスト及び保証書 

  ④ 機器全般の性能試験 

⑤ 地下埋設工事に関連する整地、残土処理、路面復旧状況 

 



 

 

 

 

 

事業内訳書 

 

１ 設計・監理費 

設計費                円 

工事管理費              円 

小計（１）              円 

 

２ 公園管理事務所建設費 

建築工事               円 

電気設備工事             円 

機械設備工事             円 

小計（２）              円 

 

３ 諸経費 

諸経費                円 

小計（３）              円 

 

 

合計（１+２+３）          円 

 

 

 


